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コンビニ交付とは 

サービスの概要 
マイナンバーカードを利用して住民票等の各種証明書がコンビニエンスストア等
に設置されているキオスク端末（マルチコピー機）で取得できるサービス 
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交付可能なコンビニ事業者等 
・セブンイレブン ・ローソン ・サークルＫサンクス ・ファミリーマート 

・セーブオン ・ミニストップ（H28.12開始） その他8事業者 

 

 
交付する証明書（印西市） 
・住民票の写し ・印鑑登録証明書 

・所得証明書 ・課税（非課税）証明書 

サービス開始時期  平成29年7月3日（予定） 



コンビニ交付のイメージ 

3 出典：コンビニ交付推進セミナー「個人番号カードでますます便利になるコンビニ交付」 地方公共団体情報システム機構 研究開発部 



コンビニ交付サービスの導入状況 
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全国：２８３団体 

千葉県：９団体 
（平成28年11月1日時点） 

 

地方公共団体情報システム機構ホームページより抜粋 



サービス開始による効果 
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メリット デメリット 

• 印西市内外（職場の近く）のコン
ビニエンスストアで証明書の交付を
受けられる 

• 市役所の開庁時間外に証明書を
取得することができる 

• 申請書の記入が不要 

• マイナンバーカードの普及促進 

• 窓口の混雑緩和につながる 

• 出張所の統廃合のきっかけにつなが
る 

 

• マイナンバーカードがないと利用でき
ない 

• システム構築及び維持管理が必要
となる 

• 複雑な証明は扱えない 

 



コンビニ交付の委託先 

地方公共団体情報システム機構（J-LIS） 

地方公共団体が共同して運営する組織 

（根拠法：地方公共団体情報システム機構法） 

【運営するシステム等】 

 ・住民基本台帳ネットワーク 

 ・公的個人認証サービス 

 ・マイナンバー関連システム 

 

コンビニ事業者と地方公共団体が相互接続する 

「証明書交付センター」の構築・運用を行う 
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証明書交付センターの役割 

設置理由 

地方公共団体のシステムとコンビニ事業者のシステムを直結するのではなく、
その間に「証明書交付センターシステム」を設けて、地方公共団体及びコン
ビニ事業者の負担を軽減し、全体としての経費軽減を図る。 

 

証明書交付サービスにおける契約面・運用面の課題 

•コンビニ事業者と地方公共団体の参加者が増加した場合、各々が直
接契約を締結すると契約本数が多数になる。 

•交付手数料の清算が煩雑。 
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委託先の個人情報保護に関する取り組み① 

個人情報保護基本方針（平成26年4月1日制定） 

地方公共団体情報システム機構ホームページより抜粋 
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委託先の個人情報保護に関する取り組み② 

情報セキュリティ基本方針（平成26年4月1日制定） 

地方公共団体情報システム機構ホームページより抜粋 
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技術的な安全対策 

出典：コンビニ交付推進セミナー「個人番号カードでますます便利になるコンビニ交付」 地方公共団体情報システム機構 研究開発部 10 

ネットワーク回線 

市役所－J-LIS 【LGWAN回線】 
  LGWAN→地方公共団体のみが 
         接続する閉域ネットワーク 

J-LIS－コンビニ 【専用回線】 

•回線内の通信は暗号化 
•ネットワークの接続ポイントには
ファイアウォールとIPSを設置し不
正アクセスを防止 

証明書データの消去 
コンビニに設置された端末で印刷が
終わると証明書データは消去される 

証明発行サーバの設置 
通信が発生するのは証明書データの
み保管する証明発行サーバまででそ
の他のシステムとは通信しない 
アプリケーションはJ-LISが開発したコ
ンビニ交付専用のシステムを利用 
 



印西市が利用するデータセンター 
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システム運営：株式会社 ディー・エス・ケイ 

印西市が利用している同社のシステム 
 ・住民記録システム 
 ・印鑑登録システム 
 ・税情報システム（住民税/固定資産税/軽自動車税） 
 ・収納管理システム 
 ・介護保険システム 
 ・国民健康保険システム 
 ・その他（福祉、健康等）のシステム 
 ※ディｰ・エス・ケイのクラウドシステムを利用しています。 

地方公共団体が設置する「証明発行サーバ」は 
外部データセンターが運用するクラウドシステムを利用します。 
※クラウドシステム 
 データセンターに設置されたハードウェア上で稼働するシステムで、複数の者が共同で
利用する場合もあるサービス利用型のシステム形態 

（全データセンターでISMS認証取得） 



J-LISとデータセンターの接続 
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LGWAN 

(株）ディー・エス・ケイ データセンター 

J-LIS証明書 
交付センター 

証明発行 
サーバ 

異動分 
サーバ 

住民記録・印鑑 
・税システムサーバ 

印西市役所 

専用線 

異動分データ 
の反映 

住民情報系 
ネットワーク 

証明発行サーバはJ-LIS
が定める「証明書交付
サービス仕様書」に記載
される要件を満たさなけ
ればならないため、セキュ
リティは確保されている。 


